
第3号議案
平成３０年度　事業計画（案）
　　　　　
１　事業実施の方針
（１）特定非営利活動に係る事業の概要
　①県民に対しての土砂災害に係る防災意識の啓発や広報に関する事業
昨年度に引き続き、県教育庁と協働し実施する「砂防・防災教育のモデル実践授業」をはじめ、地域住民を対象にした「自然災害防止説明会」等を開催する。また、新規事業として、消防団等に土砂災害の基礎知識を醸成する「消防団等への土砂災害啓発活動」や、要配慮者利用施設における避難確保計画の作成等を支援する「要配慮者利用施設への支援活動」に参加する。
　②土砂災害防止に対する技術力の向上に関する事業
会員並びに大分県土木技術職員の土砂災害防止に対する技術力向上を図るため「砂防技術者研修」を開催する。
　③土砂災害の情報提供及び二次災害防止の調査の支援に関する事業（実施済）
　　４月１１日に発生した中津市耶馬渓町の土砂災害に伴い「土砂災害緊急点検」を実施した。
（２）特定非営利活動に係る収益事業の概要
　①砂防事業等に関する調査業務の受託事業
　　昨年度に引き続き「区域設定確認補助業務」を受託し、大分県砂防課が進めている「土砂災害警戒区域」等の指定の促進に寄与する。
２　事業計画に関する事項

（１）特定非営利活動に係る事業

	事 業 名

(定款に記載した事業)
	具体的な事業内容
	(A)当該事業の

実施日時
(B)当該事業の

実施場所

(C)従事者の人数
	(D)受益対象

者の範囲

(E)人数
	備　　考

	1.県民に対しての土砂災害に係る防災意識の啓発や広報に関する事業
1.県民に対しての土砂災害に係る防災意識の啓発や広報に関する事業
	・「消防団等への土砂災害啓発活動」
住民の避難行動の支援を行う消防団等に出前研修を行い、土砂災害の基礎知識を醸成する。消防団員の生命を守ることで地域住民の生命を守ることが図られる。

	(A) 4月6日～6月21日の間に11回開催
(B) 県内各地

(C)  未定

	(D)消防団員等

(E)未定

	【新規】
【新規】


	
	・「要配慮者利用施設への支援活動」
　土砂災害防止法の一部改正を受け、要配慮者利用施設の管理者が行う避難確保計画の作成や避難訓練について、砂防課と連携し砂防部局としての支援を行う。

	(A)未定
(B)未定
(C)未定

	(D)要配慮者利用施設数
(E)入所者数

	

	
	・「砂防・防災教育のモデル実践授業」　
県教育庁の「防災教育モデル実践事業」の一環として、「砂防・防災に関する実践的授業」を砂防課と連携して実施する。

	(A)調整中

(B)豊後大野市、大分市、津久見市で開催の予定

(C)未定
	(D)小・中・高校の生徒等

(E)未定
	

	
	・「一日砂防教室」
　
　小学校高学年を対象に、映画やパネルによる室内学習及び現地見学等により、土砂災害防止の重要性を教え、防災意識の啓発・広報を行う。

	(A)調整中
(B)調整中

(C)未定

	(D)小学校高学年の生徒

(E)未定
	

	
	・「親子ふれあい砂防教室」
　地域の小学生とその親を対象に火山砂防の学習の場を提供する。

	(A)調整中
(B)調整中

(C)未定
	(D)児童・保護者・教員
(E)未定

	

	
	・「自然災害に関わる地元説明会」
全国統一防災訓練等を活用し、訓練に参加した住民に対して説明会を開催することで土砂災害防止の啓発を行う。また、地区単位の説明会は、住民に対して土砂災害防止の出前講座等を行うもので、随時開催する。
	(A)調整中

(B)調整中

(C)未定
	(D)未定

(E)未定
	

	2．土砂災害防止
に対する技術力
の向上に関する
事業

	・「砂防技術者研修」

　会員並びに県砂防関係技術職員を対象に、専門家による砂防技術に関する研修を行うことにより、土砂災害防止に関する技術力の向上を図る。
（斜面判定士の育成及び資格習得研修を兼ねる）


	(A)調整中

(B)調整中

(C)未定

	(D)会員、県職員等

(E)未定

	

	3．土砂災害の情
報提供及び二次
災害防止の調査
の支援に関する
事業

	・「土砂災害緊急点検」

　※実施済の事業
4月11日に発生した、中津市耶馬渓町の土砂災害について、緊急に現地調査を実施した。


	(A)4月12日～4月13日に現地調査を実施

(B)中津土木事務所管内及び玖珠土木事務所管内

(C)19人

	(D)緊急点検箇所

(E) 56箇所
内訳
中津47箇所
玖珠　9箇所

	


（２）特定非営利活動に係る収益事業
	事 業 名

(定款に記載した事業)
	具体的な事業内容
	(A)当該事業の実施日時

(B)当該事業の実施場所
(C)従事者の人数
	備　　考

	1.砂防事業等に関する調査業務の受託事業

	・「区域設定確認補助業務」
「土砂災害防止法」に基づく土砂災害危険箇所の基礎調査に伴う、設定協議会業務及び照査確認補助業務を行う。
	(A) Ｈ30年4月～Ｈ31年　3月

(B) 設定協議会　　　　（大分県庁会議室）
照査確認補助業務
（大分県庁会議室）
(C)未定
	


（備考）
１　２は、(1)には特定非営利活動に係る事業を、(2)には特定非営利活動に係る収益事業について記載した
14

